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③ 震災廃棄物等の発生量・処理量（輪島市） 

 

表 ３-２ 家電４品目の処理量（平成19年11月末） 

（単位：台）        

品目 輪島地区 門前地区 計 

テレビ 1,630 2,579 4,209 

冷蔵庫・冷凍庫 252 463 715 

洗濯機 516 409 925 

エアコン 122 252 374 

*1 平成19年11月末までに仮置場から搬出し処分した量 

 

表 ３-３ 家屋除去ごみの発生量・処理量 

（単位：トン）      

種類 
発生量(推計)（平成19年6月） 処理量(実績) 

（平成19年12月末） 輪島地区 門前地区 計 

がれき類 36,781 54,281 91,062 36,745 

木くず 18,391 27,141 45,532 25,160 

金属くず 2,299 3,393 5,692 358 

混合物 36,781 54,281 91,062 89,169 

 可燃 ― ― ― 1,382 

 不燃 ― ― ― 87,787 

合計 94,252 139,096 233,348 151,432 

*1 処理量(実績)は平成19年12月末時点での仮置場から搬出し処分した量 

*2 混合物の処理量(実績)には仮置場に搬入された片付けごみを含む 
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④ 震災廃棄物の処理フロー（輪島市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 支援活動の概要（輪島市） 

 

種類 概要 

災害廃棄物 収集 （11自治体・5団体・6企業） 

片付けごみ 

（門前地区） 

収集 

 

3/26～5/12の延べ24日間 

車両：650台・日、人員：680人・日 

（平均27台/日、28人/日、最大234台/日、224人/日） 

家屋除去ごみ 運搬 3/28～4/15の19日間（無償）※緊急を要するもの 

運搬 市指定業者による解体・運搬 

仮置場の 

管理運営 

（地元2団体） 

処分 民間業者による資源化・中間処理・最終処分 

 

 

 

門
前
地
区
の
災
害
廃
棄
物

輪
島
地
区
の
災
害
廃
棄
物

金属くず 民間業者（再生金属材料）

木くず

輪島ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ
（資源化・焼却

・埋立）

その他薄物 民間業者（破砕・選別） セメント工場（燃料）

ｺﾝｸﾘｰﾄがら 民間業者（再生利用）

民間業者（再生金属材料）

柱や梁材 民間業者（破砕・選別） 製紙会社（製紙材料）

その他薄物 民間業者（破砕・選別） セメント工場（燃料）

ｺﾝｸﾘｰﾄがら 民間業者（再生利用）

民間業者（再生利用）

民間業者（再生金属材料）

柱や梁材 民間業者（破砕・選別） 製紙会社（製紙材料）

その他薄物

柱や梁材 民間業者（破砕・選別） 製紙会社（製紙材料）

セメント工場（燃料）民間業者（破砕・選別）

ｺﾝｸﾘｰﾄがら
金属くず

木くず

ｺﾝｸﾘｰﾄがら

金属くず

木くず

金属くず

木くず

その他ごみ

木くず

道下仮置場

マリンタウン
仮置場

モータースポーツ
公園仮置場

美谷
ストックヤード

ｺﾝｸﾘｰﾄがら
金属くず

その他ごみ

一部
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⑥ 支援体制構築に係る対応状況（輪島市） 

 平常時 発災(3/25) 24時間 3日    1週間 3週間 3ヶ月 

① 

組
織
体
制 
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③ 

行
動
内
容 

輪
島
市 

○県内市相互応援協定締結（平成 17 年 8

月） 

 

 

 

 

 

     

石
川
県 

○石川県災害廃棄物処理指針・県マニュア

ル・市町マニュアル策定（平成 18 年 3 月） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国
・
環
境
省 

 

 

 

 

 

     

支
援
団
体 

 

 

 

  

 

 

   

 
 

特
記
事
項 

④ 

そ
の
他
の 

・ 輪島市と門前町の合併(平成 18 年 2 月 1

日) 

 

 

 

 

 

 

・ 市施設に大きな被害なし 

・ 門前地区の情報収集が遅れる 

・ 廃棄物関連の職員は実質 2 人 

・ 県の指導により災害廃棄物を「片付

けごみ」と「家屋除去ごみ」に分類 

・ 小千谷市職員から情報受領 

・ 避難所 26 カ所、2,214 人（ﾋﾟｰｸ時） 

・ 県が関与した支援：10 自治体・4 団

体・6企業、延べ車両555台・1,228人（別

途市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱあり） 

・ 市は支援車両・人員に対して燃料と

宿泊施設を提供 

・ 市役所でり災証明発行時に家屋撤去

の相談を受付 

・ 処理委託契約手続きを市・県で検

討 

・ 撤去・運搬は単価契約・出来高精

算払い(単価は市の規定) 

・ 市施設が通常の処理体制に復旧 

（職員が通常業務に戻る） 

焼却施設：3 ヶ月後 

埋立処分場：6 ヶ月後 

 

 

 

課長 担当 

県職員 

課長 担当 
 

体制確立 

輪島市役所 輪島市役所 

○生活系ごみの収集開始 

○民間業者(市内)に支援要請 

（緊急的な家屋除去） 

○民間業者と委託契約 

（中間処理・最終処分委託） 

○他自治体への支援要請 

○民間団体への支援要請 

○民間業者向けの

講習会開催 

○仮置場の開設 

○県職員の派遣(最大 4 人) 

○県内自治体の資機材・処

理施設調査 

○市町への処理方針の通知 

○県内自治体への支援要請・調整 

○民間団体への支援要請 

○民間業者のリストアップ 

○市町向け説明会開催 

（県・市町・環境省） 

○情報収集 

○情報収集 

○仮置場の選定 

○市町への国庫補助制度説明 

○民間業者と委託契約 

（家屋除去ごみの運搬委託） 

○市ＨＰに広報記載 ○市民相談窓口の設置 

○市広報に記載 

○民間業者向けの

講習会支援 

○仮設トイレの設置 

（災害対策本部が対応） 

○仮設トイレのし尿汲み取り開始 

○災害救助法の適用(3/25) ○激甚災害の指定(4/20) 

○小千谷市職員の派遣 

○金沢市職員の派遣 ○他自治体の支援(無償) 

○民間団体・業者の支援(無償) 

（緊急的な家屋撤去等） 

 

○民間業者の支援(有償) 

（解体廃棄物の運搬委託） 
○民間業者の支援(無償) 

（緊急的な家屋撤去等） 
○民間業者の支援(有償) 

（中間処理・最終処分委託） 

○地方環境事務所から県に対し、情報

収集・被害状況報告依頼の事務連

絡を発出 

○政府調査団に廃棄物対策課職員が

参加 

○全国団体に支援要請 

○自治体の支援申出を県に伝達 

○県の要請により環境

省現地調査班を派遣

(第１班) 

○「家庭、避難所などにおけるノロウイルス患者の

方の発生に伴う廃棄物の捨て方などに関する留

意事項」を県・市に参考配布 

○県の要請により環境省現

地調査班を派遣(第２班) 

 

○災害等廃棄物処

理事業費補助金

の災害査定 

○廃棄物処理施設

災害復旧費補助

金の災害査定 

 
輪島 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

一部事務 

組合施設 

委託業者 

委託業者 

生活系ごみ 

生活系ごみ 

輪
島
地
区 

門
前
地
区 

 輪島 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

一部事務 

組合施設 

委託業者 

委託業者 

生活系ごみ 

生活系ごみ 

片付けごみ 

家屋除去ごみ 
仮置場 市民 

民間業者

輪
島
地
区 

門
前
地
区 

片付けごみ 

家屋除去ごみ 

 輪島 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

一部事務 

組合施設 

委託業者 

委託業者 

生活系ごみ 

生活系ごみ 

仮置場 

仮置場 

市民 

民間業者 

輪
島
地
区 

門
前
地
区 

片付けごみ 

家屋除去ごみ 

片付けごみ 

家屋除去ごみ 

 輪島 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

一部事務 

組合施設 

委託業者 

委託業者 

生活系ごみ 

生活系ごみ 

仮置場 

仮置場 

市民 

民間業者

輪
島
地
区 

門
前
地
区 

民
間
業
者 

片付けごみ 

家屋除去ごみ 

片付けごみ 

家屋除去ごみ 

 輪島 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

一部事務 

組合施設 

委託業者 

委託業者 

生活系ごみ 

生活系ごみ 

仮置場 

仮置場 

市民 

他自治体 

民間団体 

輪
島
地
区 

門
前
地
区 

片付けごみ 

家屋除去ごみ 

片付けごみ 

家屋除去ごみ 

 

課長 担当 課長 担当 課長 担当 

他市職員 県職員 

 

輪島市役所 

 

輪島市役所 輪島市役所 
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（３） 平成19年新潟県中越沖地震（新潟県柏崎市） 

 

① 地震の概要 

 

項目 概要 

①地震の概要 新潟県中越沖地震（平成19年7月16日10時13分） 

震源：新潟県上中越沖 

規模：M6.8(本震)・M5.8(余震) 

最大震度：震度6強(本震)・震度6弱(余震) 

②被害状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：平成19年(2007年)新潟県中越沖地震（第49報）（消防庁、平成19年12月28日） 

③激甚災害の 

指定状況 

８月７日閣議決定、８月10日公布 

対象地域：新潟県（長岡市、柏崎市、出雲崎町、刈羽村） 

種類：局激（局地激甚災害指定基準） 

 



 参23 

 

② 震災廃棄物等の対応範囲（柏崎市） 

 

種類 対応範囲 

生活系ごみ 

粗大ごみ 

廃家電 

【平常時】 

・ 燃やすごみ・燃やさないごみ・資源物は委託業者による定期収集 

・ 粗大ごみは市直営の電話申し込みによる戸別収集 

【発災後】 

・ 燃やすごみは、発災翌日から通常時の収集体制 

・ 燃やさないごみ・粗大ごみ・家電４品目は、仮置場を確保して、発災

2日後から市民による自己搬入を開始したが、交通渋滞のため中止（後

日、２回に分けて特別収集を実施） 

・ 家電４品目・粗大ごみは無料回収（平成20年12月まで） 

・ 資源物の収集は、9月上旬まで中断し、9月中旬から特別収集 

・ 10月から通常の収集体制に復旧 

解体廃棄物 ・ 個人の被災住宅や付属建物（車庫、物置、土蔵等）を対象（塀、灯篭、

ブロック塀は対象外） 

・ 解体廃棄物の運搬・処分費用は市負担（解体費用は自己負担） 

・ 個人の被災住宅等の修理・修繕から発生する廃棄物の処分費用は市

負担（運搬費用は自己負担） 

し尿 ・ 直営の2台は通常通り市内の家庭の汲み取りを実施 

・ 避難所等に設置した仮設トイレのし尿の汲み取りは他自治体等が実

施 

・ 仮設トイレの設置状況（避難者数） 

1日目：  約350基（約8,300人） 

2日目：  約740基（約9,000人） 

3日目：約1,200基（約5,700人） 

7日目：約1,800基（約2,500人） 
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③ 震災廃棄物等の発生量・処理量（柏崎市） 

 

表 ３-４ 粗大ごみ・不燃ごみの処理量（平成19年12月末） 

種類 処理量 

可燃性粗大ごみ(㎥) 7,518 

不燃性粗大ごみ(トン) 391 

布団・じゅうたん・畳(㎥) 5,214 

その他家電(トン) 129 

不燃ごみ(トン) 3,638 

廃プラスチック(トン) 38 

*1 仮置場（平成19年10月末まで受け入れ）から搬出し処分した量 

（11月1日からクリーンセンターで受け入れ） 

 

表 ３-５ 家電４品目の処理量（平成19年12月末） 

（単位：台） 

品目 台数 

テレビ 14,569 

冷蔵庫・冷凍庫 3,914 

洗濯機 2,272 

エアコン 1,045 

 



 参25 

 

表 ３-６ 解体廃棄物の発生量・処理量 

（単位：トン） 

種類 
発生量(推計) 

(平成19年11月) 

処理量(実績) 

(平成19年12月末) 

木くず 
木くず 

194,500 
34,502 

その他の木くず 14,354 

畳 3,750 2,529 

ガラス陶磁器くず 7,100 1,374 

瓦くず 38,300 19,161 

廃プラスチック 5,425 1,229 

廃石膏ボード 15,950 5,638 

金属くず 3,750 1,137 

コンクリートくず 234,550 70,205 

土壁・解体残渣 39,325 23,093 

非飛散性アスベスト 6,825 156 

その他 

繊維くず 

0 

396 

紙くず 1,480 

外壁材 1,625 

ゴムくず 0 

アスファルト材 17 

その他がれき類 1,053 

合計 549,475 177,950 

*1 処理量(実績)は平成19年12月末時点での仮置場から搬出し処分した量 
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④ 震災廃棄物の処理フロー（柏崎市） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 支援活動の概要（柏崎市） 

 

種類 概要 

燃やすごみ 焼却 7/19～11/12の117日間（19自治体） 

焼却量：12,536トン（107トン/日） 

収集 7/23～11/12の113日間（8自治体・1団体） 

車両：733台・日、人員1,504人・日 

搬出 7/23～11/12の113日間（11自治体） 

車両：2,358台・日、人員：4,638人・日 

燃やさないごみ 

家電４製品 

粗大ごみ 

収集 7/27～8/12、8/17～9/2の30日間 

（2自治体・2団体(73業者)・2企業） 

収集量：約4,650トン 

車両：935台・日、人員：1,927人・日 

（別途鉄道によるコンテナ輸送あり） 

解体廃棄物 運搬 市指定業者による解体・運搬 

処分 民間業者による資源化・中間処理・最終処分 

仮設トイレのし尿 汲み取り 7/17～8/22の32日間（1自治体・1団体） 

車両：146台・日、292人・日、汲み取り量481kl 

その他の木くず

瓦くず

土壁・解体残渣

木くず

畳

ガラス陶磁器くず

廃プラスチック

廃石膏ボード

金属くず

コンクリートくず

非飛散性アスベスト

不燃ごみ

不燃性粗大ごみ

可燃性粗大ごみ

廃家電（４品目） 家電リサイクル

民間業者（破砕・資源化）

柏
崎
市
仮
置
場

一
般
家
庭

粗
大
ご
み
等

集
積
場
所

解
体
現
場

柏
崎
市
の
指
定
搬
入
先
へ
直
接
搬
入

民間業者（埋立）

民間業者（埋立）

民間業者（資源化）

民間業者（破砕・再生利用）

民間業者（焼却）

民間業者（焼却・セメント固化・埋立）

民間業者（前処理・焼却）

民間業者（廃ﾌﾟﾗ畳除去・焼却

民間業者（破砕） セメント工場（再資源化）

ｴｺﾊﾟｰｸいずもざき（埋立）

民間業者（埋立）

民間業者（埋立）

民間業者（破砕・切断・埋立）

ｴｺﾊﾟｰｸいずもざき（埋立）

民間業者（埋立）

民間業者（分別金属回収・破砕・埋立）

民間業者（分別金属回収・埋立）
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⑥ 支援体制構築に係る対応状況（柏崎市） 

 平常時 発災(7/16) 24時間 3日     1週間 3週間 3ヶ月 

① 

組
織
体
制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

② 

処
理
フ
ロ
ー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

③ 

行
動
内
容 

柏
崎
市 

○県・市町村災害廃棄物処理応援協定締結

(平成 18 年 10 月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

新
潟
県 

○平成 16 年中越地震の資料の保管 

○県・市町村災害廃棄物処理応援協定締結

(平成 18 年 10 月） 

 

 

  

 

 

  

 

 

国
・
環
境
省 

 

 

 

 

 

     

支
援
団
体 

  

 

 

    

 
 

特
記
事
項 

④ 

そ
の
他
の 

・ 柏崎市・高柳町・西山町が合併（平成 17

年 5 月 1 日） 

・ 被災自治体に平成 16 年中越地震の対応

経験あり 

 

 

 

・ 市焼却施設が被災により稼動停止

（維持管理人員は他業務へ振り分け） 

・ 避難所 82 ヵ所、11,410 人(ﾋﾟｰｸ時) ・ 県が能登半島地震の情報を受領 

・ 市に周辺の産廃業者の情報あり 

・ 粗大ごみ等の市民による搬入を開始

したが道路渋滞のため禁止 

・ 民間業者運搬単価は見積り平均 

 ・ 通常の収集体制に復旧（10 月） 

・ 市焼却施設が稼動再開（11/15） 

 

 

課長 担当 

県職員 

課長 担当 
 

体制確立 

クリーンセンターかしわざき クリーンセンターかしわざき 

○情報収集 

○情報収集 ○柏崎市に職員派遣(2 人) 

○仮置場の選定・開設 

○他自治体への支援要請 

○県内自治体の資機材・処

理施設調査 

○市町村への処理方針の通知 

○他自治体への支援要請 

○民間業者のリストアップ 

○市町村向け説明会開催 

（県・市町村・環境省） 

○民間団体への支援要請 

○市町村への処理計画の指針の通知 

○民間団体への支援要請 

○生活系ごみの収集開始 

（燃やすごみのみ） 

○民間業者と委託契約 

○市民にチラシ配布 ○市広報・ＨＰに記載 

○市民相談窓口の設置（市役所） 

○仮設トイレの設置 ○仮設トイレのし尿の汲み取り開始 

○地方環境事務所から県に対し、情報

収集・被害状況報告依頼の事務連絡

を発出 

○政府調査団に廃棄物対策課職員が

参加 

○県庁に職員派遣 

○「災害時における石綿飛散防止に係る取り

扱いマニュアル（案）」を県に参考配布 

○市に職員派遣・情報収集 ○県の要請により環境

省現地調査班を派遣

（第１班） 

○「災害時における廃家電の取扱い及びフロン

等対策の推進について」を県・市に参考配布 

○災害等廃棄物処理

事業費補助金の災

害査定 

○廃棄物処理施設災

害復旧費補助金の

災害査定 
○災害救助法の適用(7/16) ○激甚災害の指定(8/7) 

○民間団体・業者の支援(有償) 

（運搬・中間処理・最終処分委託） 

○他自治体の支援 

(一般廃棄物焼却については有償) 

 
委託業者 

粗大ごみ 委託業者 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

かしわざき 

燃やすごみ 

燃やさないごみ 

資源物 

民間業者 

 
委託業者 燃やすごみ 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

かしわざき 

ピット 

 

他自治体 

焼却施設 

委託業者 

他自治体 
燃やすごみ 

解体廃棄物 

燃やさないごみ 

粗大ごみ 

廃家電 

仮置場 

民
間
業
者 

仮置場 

民間業者

他自治体 

直接搬入 

市民 

搬入中止 

 

他自治体 

焼却施設 

燃やすごみ 

解体廃棄物 

仮置場 

民間業者

他自治体 

燃やさないごみ 

粗大ごみ 

廃家電 

仮置場 

民
間
業
者 

直接搬入 

委託業者 

他自治体 

委託業者 

他自治体 

民間団体 

 
委託業者 

解体廃棄物 

粗大ごみ 

仮置場 

民
間
業
者 

民間業者 直接搬入 

委託業者 

ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ 

かしわざき 

市民 廃家電 

燃やすごみ 

燃やさないごみ 

資源物 

民間業者 

○県の要請により環境省現

地調査班を派遣（第２班） 

課長 担当 課長 担当 
 

クリーンセンターかしわざき 

 

クリーンセンターかしわざき 
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資料４ 災害時における書類様式（例） 

４－１． 市町村への処理方針通知（平成19年中越沖地震での事例） 

 

災害対応 

廃 第 ○ ○ ○ 号      

平成××年××月××日 

 

市 町 村 長  様 

 

 

 

○○県○○部長      

 

 

 

新潟県中越沖地震に係る災害廃棄物処理の対応について（通知） 

 

このたびの新潟県中越沖地震に伴い発生する災害廃棄物の処理については別紙の

とおりとしますので通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○課 担当×× 

電話：△△△‐△△△－△△△
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新潟県中越沖地震に係る災害廃棄物処理の対応方針 

１ 趣旨 

市町村が実施する災害廃棄物の収集運搬及び処分に係る事業は、環境省の補助金の対象とされ

ており、今後、全壊・半壊の一般住宅を解体して排出された災害廃棄物等（以下「解体廃棄物」

という。）の処理を市町村が行う場合の対応方針をとりまとめた。 

 

２ 解体廃棄物処理の基本的事項 

 所有者が解体することにより排出された解体廃棄物は市町村が指定した一時集積場に運搬の上

一時仮置きし、その後、市町村が分別・処理することを基本とする。なお、解体家屋が少ない場

合は、必ずしも一時集積場の確保の必要はない。 

 

３ 基本的な対応 

(1) 第一段階 

ア 解体廃棄物の発生量予測 

   市町村は、全壊・半壊家屋等の数量から解体廃棄物の発生量を予測する。 

 イ 一時集積場の確保 

   市町村は、解体廃棄物の分別・中間処理のため一時集積場を確保する。 

(2) 第二段階 

 ア 解体廃棄物処理計画の策定 

   市町村は、解体廃棄物の処理計画を策定する。 

   【処理計画に定める事項】 

   ・計画的な解体（分別の程度を含む。）と一時集積場への搬入の計画 

   ・一時集積場における分別及び処理方法の選定（リサイクルの推進） 

   ・分別後の廃棄物の処理計画（リサイクルの推進、自区内処理及び委託処理） 

    ※市町村は、木くず、がれき類、金属くず等の再資源化が可能な廃棄物については、極

力、リサイクルを図ること。 

    ※再資源化できない廃棄物については、自区内の一般廃棄物処理施設のほか、県内の産

業廃棄物処理施設において委託処理を行う。 

 イ 処分先、処理委託業者等の選定と確保 

   ・解体、運搬及び処分業者の選定 

    ※分別、適正処理を確保するため、資格を有する業者等を選定する。 

  ・一時集積場での分別、処理業者の選定 

  ・その後の処分先の確保 

    ※一時集積場での作業を計画的に段取する処分業者を中心として、関連業者等の協力を

得ながら処理フローを策定。 

   【県】産業廃棄物協会等を通じて処理体制の整備を支援するほか、必要に応じて他県に対

して必要な調整を行う。 
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(3)第三段階 

 ア 計画的な処理の実施 

   ・処理計画に基づき計画的な解体、一時集積場への搬入、分別及び処理を実施 

   ・進行管理の実施 

 イ 計画の見直し 

   処理の進捗状況を見て、必要により処理計画の見直しを行う。 

  【県】進行管理状況を把握し、計画的な処理の実施の支援を行う。 

 

４ その他 

 解体家屋数が少ない等の理由から一時集積場を設けないこととした市町村についても、解体廃

棄物処理計画を策定すること。 
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４－２． 市町村への処理計画策定依頼（平成19年中越沖地震での事例） 

 

廃 第 ○ ○ ○ 号 

平成××年××月××日 

 

市町村廃棄物担当課長 様  

 

○○県○○部 

○○係長 

 

解体廃棄物処理計画の策定及び報告について（依頼） 

 

 中越沖地震に係る災害廃棄物処理の対応については、平成××年××月××日付け廃第○○○

号で○○部長から通知されたところですが、解体廃棄物処理計画の策定に当たっては下記１の事

項に留意するとともに、策定した計画を下記２のとおり報告してください。 

 

記 

 

１ 解体廃棄物処理計画の策定 

(1) 解体現場からの搬出・分別・処分について、別紙の例を参考にして策定してください。 

なお、修理・修繕に伴って発生する廃棄物も含んでください。 

(2) 策定に当たっては、発生量を予測し、処理を委託する処理業者と十分協議してください。 

なお、発生量は現在予測している数値で結構です。（事業費算定のための発生量予測につ

いては別途連絡します。） 

(3) 計画の実施に必要な事項は、別途市町村の状況に応じ定めてください。 

   （例：分別の方法、一時集積場所の搬入・搬出等の管理方法、委託料金の設定など） 

(4) 策定に当たって技術的支援が必要な場合は、○○○に協力を依頼してください。 

 

２ 解体廃棄物処理計画の報告 

 ××年××月××日までに○○○に提出してください。 

 

 

 

 

担当 ○○係 ××、×× 

電話：△△△‐△△△－△△△△ 

FAX：△△△‐△△△－△△△△ 
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４－３． 廃棄物関係団体への協力依頼（例） 

 

廃 第 ○ ○ ○ 号 

平成××年××月××日 

 

○○○○協会  

○○○ 様  

 

○○県○○部 

○○部長 

 

災害廃棄物の処理について（依頼） 

 

 日頃から、廃棄物処理行政の推進にご協力をいただきありがとうございます。 

 さて、ご承知のとおり平成××年××月××日～××日に発生した【災害名称】に伴う災害廃

棄物の処理については、関係市町村がその処理に鋭意努力しているところですが、多量に発生し

ていることや近隣の市町村での処理も困難なことなどから、関係市町村もその対応に苦慮してい

るところです。 

 つきましては、貴協会におかれましてもこの事情をご賢察いただき、この度の災害廃棄物の処

理について特段のご協力とご支援をお願いいたします。 
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４－４． 処理業者との委託契約書（平成16年中越地震での事例） 

 

 

業務委託契約書 

 

委託者（甲） ○○○市 

受託者（乙） 

 

上記当事者間において、業務の委託について次の条項により契約を締結する。 

（総則） 

第1条 甲は、次に掲げる業務（以下「業務」という。）を乙に委託し、乙はこれを 

受託する。 

（1） 計画承認番号 

○○○市環施 解 修 第    号(申請者氏名:          ) 

（2） 業務の名称 

解体廃棄物等運搬処分業務 

（3） 業務の内容及び実施方法 

被災住宅の解体廃棄物等を適正に運搬し処分する 

（4） 業務の実施場所 

○○○市     町     から処分場まで 

（委託期間） 

第2条 業務の委託期間は、平成   年   月   日から平成   年   月   日まで 

とする。 

（委託料） 

第3条業務の委託料は、次のとおりとする。 

          円 

(うち取引に係る消費税及び地方消費税の額      円) 

（業務の内容の変更） 

第 4 条 甲は、この契約締結後においても、特別の理由があるときは、業務の内容の一部を

乙と協議のうえ変更することができる。この場合において、委託期間又は委託料を変更す

る必要があるときは、書面によりこれを定めるものとする。 

（法令等の遵守義務） 

第5条 乙は、業務の実施に当たっては、業務の実施に係る関係法令の規定を遵守する。 

（成果の報告） 

第 6 条 乙は、業務の成果について、甲の指示するところにより、甲に報告しなければなら

ない。 

（確認及び検査） 
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第 7 条 甲は、乙から業務の成果について報告を受けたときは、確認及び検査を行うものと

する。 

（委託料の支払） 

第8条 甲は、乙から適正な請求書を受理したときは、その日から起算して30日以内に乙に

支払うものとする。 

（権利義務の譲渡等の禁止） 

第 9 条 乙は、この契約によって生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させては

ならない。 

（甲の契約解除権） 

第10条 甲は、次に掲げるいずれかの事由が発生したときは、この契約を解除することがで

きる。 

（1） 乙がその責めに帰する理由により、この契約に違反したとき。 

（2） 乙が委託期間内にこの契約を履行する見込みがないと甲が認めたとき。 

2  乙は、前項の規定による契約の解除により損害を受けた場合においても、甲に対してそ

の賠償を請求することができないものとする。 

（乙の契約解除権） 

第11条 乙は、甲の責めに帰する理由によりこの契約を履行することができなくなったとき

は、この契約を解除することができる。 

（損害賠償） 

第12条 乙は、この契約に違反したため甲に損害を与えたとき、又は乙の責めに帰する理由

により業務の実施に関し甲若しくは第三者に損害を与えたときは、その損害を賠償しなけ

ればならない。 

（費用の負担） 

第3条 この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

（疑義の決定等） 

第 14 条 この契約について疑義を生じたとき、又はこの契約に定めのない事項については、

甲乙協議のうえ定めるものとする。 

 

この契約の締結を証するため、本書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各1通を保有す

るものとする。 

 

 

平成  年  月  日 

甲 ○○○市 

○○○市長  ○○ ○○ 

 

乙 
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資料５ 市町村間の相互協力体制（例） 

 

表 ５-１ 協力支援要請の項目と要請先（例） 

協力支援要請項目 要  請  先 

生
活
再
建
・ 

都
市
再
建
時 

情報提供等総合的支援 国、都道府県等 

仮設 

トイレ 

機材、設置等 被災市町村、他自治体、レンタル業者、関係団体（リース業協会、

建設業協会等）等 

設置人員 被災市町村、他自治体、自衛隊、関係団体等 

し尿 
収集車両 他自治体、許可業者、関係団体（一般廃棄物関係団体等）等 

収集人員 被災市町村、他自治体、許可業者、関係団体等 

生
活
確
保
時 

防疫 機材、作業 被災市町村、他自治体、関係団体（ﾍﾟｽﾄｺﾝﾄﾛｰﾙ協会等）等 

生活 

ごみ 

排出用機材 他自治体、レンタル業者、関係団体等 

設置人員 被災市町村、他自治体、レンタル業者、関係団体等 

収集車両 他自治体、関係団体（一般廃棄物関係団体、産業廃棄物協会等）等 

収集人員 被災市町村、他自治体、関係団体等 

粗大 

ごみ 

収集車両 他自治体、関係団体（一般廃棄物関係団体、産業廃棄物協会等） 

収集人員 被災市町村、他自治体、関係団体等 

がれき 

収集車両 関係団体（一般廃棄物関係団体、産業廃棄物協会、解体業協会、建

設業協会、トラック協会等）、自衛隊等 

収集人員 被災市町村、他自治体、関係団体、自衛隊等 

生
活
維
持
・
確
保
時 

建築物の解体 関係団体（解体業協会、建設業協会等）、自衛隊等 

仮
置
場 

設置 被災市町村（庁内調整）、都道府県、（民有地の場合）所有者・管

理者 

仮設施設（破砕/選別

/焼却） 

仮設施設メーカー、関係団体（リース業協会、一般廃棄物関係団体、

産業廃棄物協会等）等 

管理人員 被災市町村、他自治体、関係団体（建設業協会、産業廃棄物協会、

人材派遣会社等）等 

積み込み用機材、 

整地用機材 

関係団体（リース業協会、建設業協会等）等 

再搬用機材・人員 被災市町村、他自治体、関係団体（産業廃棄物協会等）、自衛隊等 

※被災市町村の他部局から調達可能な項目については被災市町村と記載 

※生活再建・都市再建時：当日～２、３日 生活確保時：２、３日～２週間 生活維持・確保時：

２週間以降 

※大都市圏震災廃棄物処理計画作成の手引き（厚生省、平成12年3月）をもとに首都圏自治体、被

災自治体及び関係団体への調査結果を踏まえて整理 
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表 ５-２ 都道府県・市町村間の締結事例 

 協定書内容 協定締結先 

市
町
村 

包括的な相互応援・援助に係る協定 都道府県内の全市町村 

隣接・近隣の市町村 

近郊の他都道府県の市町村 

全国地域の大都市 

友好都市・姉妹都市 

廃棄物処理協力体制に係る協定 都道府県内全市町村 

都道府県内ブロック 

都道府県内大都市 

廃棄物処理施設に係る協定 県内市町村・一部事務組合 

都
道
府
県 

包括的な相互応援・援助に係る協定 全国の都道府県 

隣接・近隣の都道府県 

近郊の都道府県 

廃棄物処理協力体制に係る協定 都道府県内の全市町村・都道府県 

 

 

表 ５-３ 都道府県内の市町村間の締結事例 

協定名称 構成 

兵庫県災害廃棄物処理の相互応援に関する協定 兵庫県、県内市町・一部事務組合 

新潟県災害廃棄物等の処理に係る相互応援に関

する協定書 

新潟県、県内市町村・一部事務組合・広域連合 

三重県災害等廃棄物処理応援協定 三重県、県内市町村・一部事務組合・広域連合 

栃木県災害廃棄物等の処理における市町村等相

互応援に関する協定 

栃木県、県内市町村、一部事務組合 

一般廃棄物及び災害廃棄物の処理に関する相互

支援協定 

埼玉県清掃行政研究協議会、埼玉県、県内市町村・

一部事務組合 

一般廃棄物処理に係る災害相互応援に関する協

定書 

愛知県内市町村・一部事務組合 

災害時における福岡県内市町村間の相互応援に

関する基本協定 

福岡県内市町村 

災害時における千葉県内市町村間の相互応援に

関する基本協定 

災害時等における廃棄物処理施設に係る援助細

目協定 

千葉県内市町村 
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（１） 兵庫県内の市町の協定例 
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